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農業における簿記の検討





研究のフィードバックを整理した｡ 次に簿記活用は ｢法人化｣ を一つの境目になると問題設定し､






























( 1戸 1法人を含む) は､ 99％に当たる198万










２ 認定農業者とは､ ｢農業経営基盤強化促進法｣ に基づき､ 市町村が地域の実情に即して効率的かつ安定的な農業経営の目
標等を内容とする基本構想を策定し､ この目標を目指して農業者が作成した農業経営改善計画を認定された者｡
３ 農林水産省 『平成22年版食料・農業・農村白書』 農林統計協会 2010年､ 137頁
































４ 準主業農家とは､ 農外所得が主 (農家所得の50％以上が農業所得) で､ 1年間に60日以上自営農業に従事している65歳未
満の者がいる農家｡
５ 主業農家とは､ 農外所得が主 (農家所得の50％未満が農業所得) で､ 1年間に60日以上自営農業に従事している65歳未満
の者がいる農家｡
６ 農林水産省 『平成21年版食料・農業・農村白書』 農林統計協会 2009年､ 76頁
７ 副業的農家とは､ 1年間に60日以上自営農業に従事している65歳未満の者がいない農家 (主業農家及び準主業農家以外の
農家)｡
８ 農林水産省 『平成22年版食料・農業・農村白書』 農林統計協会 2010年､ 126頁
農林水産省 [2009] 『平成21年版食料・農業・農村白書』 農林統計協会 76頁







とにする｡ 工藤 (2012９) の整理によると､
我が国で最初に農業簿記に関連する記述があ
る簿記書は､ 土肥謙吉 『簿記法独案内』 (1879















９ 工藤栄一郎 ｢明治初期における農業簿記教科書の登場とその社会的意味｣ 『地域振興のための簿記の役割－農業・地場産
業を対象として－』 日本簿記学会・簿記実務研究部会＜最終報告＞､ 2012年 9月


























































業農家を ｢モデル 1 ｣､ 営利的かつ自立的志
向を有し農業経営を効率的に行おうとする個
人農家を ｢モデル 2－ 1 ｣､ 同様の独立志向
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－ 43－
10 大槻正男 『農業生産費論考；農業簿記原理』 農山漁村文化協会､ 1979年
11 近藤康夫 『農業簿記学』 日本評論新社､ 1949年
12 田中義英 『複式農業簿記』 産業図書､ 1967年
13 阿部亮耳 『農業経営複式簿記』 明文書房､ 1972年
14 日本簿記学会簿記実務部会において､ 2010年から2012年まで16名のメンバ－によって､ ｢地域振興のための簿記の役割－
農業・地場産業を対象として－｣ というテーマで調査を行った｡ 筆者は2011年から参加している｡
を有した農業法人を ｢モデル 2－ 2 ｣､ 農工
商の連携により農業の産業化を目指す農商工
連携事業体を ｢モデル 3 ｣､ そして広範な資
金調達活動を行うことを志向する農業関連上
場会社を ｢モデル 4 ｣ として分類した15｡ し
かし､ 簿記という観点で整理を考えると､
｢法人化｣ をキーワードとして､ ｢法人化以前｣､


























































15 戸田龍介・岸保宏 ｢地域振興のための簿記の役割 (6)－農家および農業法人に対するヒアリング調査を中心に－｣ 神奈川

































































16 平成12年度食料､ 農林水産業､ 農山漁村に関する意向調査 ｢農業経営の管理に関する意向調査結果｣ 農林水産統計速報13-
83 (地域－4 ) 平成13年 5月18日公表 農林水産省統計情報｡





































































19 ｢個人事業者の確定申告に関する調査｣ http: //www. yayoi - kk. co. jp/news/20110208. html 平成24年 1月31日 閲覧｡























ヒアリング調査として､ 2012年 4月 6日に
これから農業法人を設立しようとする集落
(Y地区) の会合に参加した22｡ Y地区はほと









24年度は集落法人 (受け手) に対しても､ 農


























21 小規模農家のヒアリング調査は､ 鵜池 (2012) が詳しい｡ 鵜池幸雄 ｢小規模農家に対する簿記の役割と課題－農畜産業に
おける記帳事例の検討－｣ 『地域振興のための簿記の役割－農業・地場産業を対象として－』 日本簿記学会・簿記実務研
究部会＜最終報告＞､ 2012年 9月



































































































































































経済学部 『商経論叢』 第47号､ 2012年 5
月
戸田龍介・成川正晃・岸保宏 ｢地域振興のた
めの簿記の役割(7)－6次産業化農事組
合法人に対するヒアリング調査を中心に－｣
神奈川大学経済学部 『商経論叢』 第48号､
2012年 9月
JA広島中央会営農振興部 ｢農業生産法人に
おける経理指導マニュアル【農事組合法
人編】Ver.2, 2012年 3月
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